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Ⅰ．調査の概要 

１．調査の主旨・目的 
農業協同組合、漁業協同組合、森林組合、生活協同組合、信用組合、中小企業協同組合など、日本

の協同組合組織は業種別などにより区分して紹介されているのが一般的である。その事業も基本的に

法律で一定の定めがあり、区分されている。 
その発祥は 1400 年代のスコットランドでの設立が世界ではじめての協同組合と言われており、近
代的な組織としては 1800 年代のイギリスが発祥であるとも言われている。国内での起源は、江戸時
代天保期の先祖株組合が農協のはじまりと言われており、明治時代に近代的な協同組合組織として設

立されたと言われている。 
1995年、国際協同組合同盟（ＩＣＡ）により「21世紀の協同組合原則」第 7原則として「〔コミュ
ニティへの関与〕協同組合は、組合員によって承認された政策を通じてコミュニティの持続可能な発

展のために活動する。」ことが示された。すでに国内の各地域では、協同組合組織、特に生活協同組合

組織が非営利協同組合型の組織を形成し、特に行政サービスの行き届かない地域や人のニーズに対す

る公共的サービスを提供してきた。 
一方、2009年の衆議院総選挙において政権交代を成した民主党政権は、「新しい公共」を旗印のひ
とつに掲げ、“人と人とが支えあうために「居場所と出番」を見いだすことのできる社会づくり”を進

めることが示された。その方針のもと、政府内に市民や市民団体の参加のもとに、「新しい公共」円卓

会議や「新しい公共」推進会議が設置され“協同組合型組織”についても議論が進められつつある。

2011年には特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）の改正や認定ＮＰＯ法人制度の改正による税制優遇の
拡充など、制度改善が進められ『非営利・市民事業』の促進に向けて大きな前進となった。 
また、ワーカーズ・コレクティブをはじめとする非営利出資型組織で協同組合型の組織＊も増加し

ており、その法制化を求める動きもある。（＊非営利協働組合型組織：組合費等により資金を確保する

とともに、協同責任体制のもとに運営。） 
そのような経過のもと、2012年は国連「国際協同組合年」であり、2013年には「消費生活協同組

合法」の見直しも予想されており、まずその取組み第一弾のとして① 非営利協同組合型組織による地
域活動の実態把握、② 非営利協働組合型組織の制度的実態、に関するパイロット調査を行い、現状の
把握及び今後の取組みについて整理し、市民社会の強化のための基礎とする。 
 
２．調査の方法 
１）調査の手法 
①郵送および電子メールでの発送・回収によるアンケート調査 
２）調査の対象 
＜対象①＞ 生活クラブ生活協同組合グループのうち、① 23区南生活クラブ生協、② 多摩きた生

活クラブ生協、を対象とした。 
＜対象②＞ 対象①のうち、① 世田谷区、② 西東京市、を対象地域とし、対象①の団体から紹介

された団体を主な対象団体とした。 
３）調査期間 

2011年 7月～9月 



協働組合組織による地域貢献活動調査 報告書 世田谷・西東京 概要版 

 2

 
Ⅱ 調査の結果 

１．アンケート調査の結果 

１－１ 回答数 

 

＜世田谷区＞ 

 

 

 

 

＜西東京市＞ 

 

 
 
 
 
１－２ 「対象①」 

１）組織している地域（活動範囲） 
 
 
 
 
 
２）組合員・職員数 
 
 
 
 
 
３）実施している講座・研修等の内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

活動範囲

23区南（世田谷） 世田谷区、目黒区、大田区、品川区、江戸川区、江東区、渋谷区・港区の一部

多摩北（西東京）
西東京市、武蔵野市、小平市、小金井市、東久留米市、清瀬市、東村山市、東大和市、国立市、
国分寺市、立川市、武蔵村山市、昭島市、福生市、羽村市、あきるの市、青梅市、瑞穂町、日の
出町

（人）

１．組合員
１．常勤・有給
の職員

２．非常勤・
有給の職員

23区南（世田谷） 14,000 54 0

多摩北（西東京） 13,848 44 18

実施している 実施していない

23区南（世田谷）

１．料理や生活技術、パソコンなど技術習得
３．会議の進め方や組織運営のノウハウなど
マネジメント講習
４．制度やしくみの学習や社会問題について
の講座

２．ボランティアや専門家の養成

多摩北（西東京）

１．料理や生活技術、パソコンなど技術習得
３．会議の進め方や組織運営のノウハウなど
マネジメント講習
４．制度やしくみの学習や社会問題について
の講座

２．ボランティアや専門家の養成

対象① 対象② 備考

対象数 1 26 地域協議会参加団体19、それ以外の団体8

回収数 1 21 地域協議会参加団体18、それ以外の団体4

回収率 100% 80.8% 地域協議会参加団体94.7％、それ以外の団体50％

対象① 対象② 備考

対象数 1 16 地域協議会参加団体15、それ以外の団体1

回収数 1 15 地域協議会参加団体14、それ以外の団体1

回収率 100% 93.8% 地域協議会参加団体87.5％、それ以外の団体100％
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４）日常的に連携・協力している団体 
 
 
 
 
 
１－３ 「対象②」 

１）法人格の有無と種類 
 
＜世田谷区＞ 
 
 
 
 
 
 
 
＜西東京市＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 世田谷では約半数の団体が、西東京では約 3／4の団体が法人格を取得していた。 
・ 法人格の種類は、世田谷ではＮＰＯ法人と企業組合法人が４団体で１位であった。西東京ではＮ

ＰＯ法人が約半数で１位、企業組合が２位であった。 
・ 一方、世田谷では約半数の団体が、西東京では約１／４の団体が法人格を取得していない。「法

人格の有無が事業活動に影響しない」、「法人格は所得したいが目的等に見合った法人格がない」、

「法人格は所得したいがその申請等にかけられる余裕がない」などが理由として想定できるが、そ

の実態については今回の調査では明らかにすることはできなかった。 
 

１．地域協議会参加団体 １以外の団体

23区南（世田谷） 18 0

多摩北（西東京） 15 1

地域協議会 構成比 それ以外 構成比 合計 構成比

社会福祉法人 1 6.7% 0 0% 1 6.7%

ＮＰＯ法人 6 40.0% 1 6.7% 7 46.7%

企業組合 3 20.0% 0 0% 3 20.0%

その他 0 0% 0 0% 0 0%

法人格無 4 26.7% 0 0% 4 26.7%

計 14 93.3% 1 6.7% 15 100.0%

地域協議会 構成比 それ以外 構成比 合計 構成比

社会福祉法人 0 0% 0 0% 0 0%

ＮＰＯ法人 4 19.05% 2 9.52% 6 28.57%

企業組合 4 19.05% 0 0% 4 19.05%

その他 1 4.76% 0 0% 1 4.76%

法人格無 8 38.10% 2 9.52% 10 47.62%

計 17 80.95% 4 19.05% 21 100%
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２）活動分野 
＜世田谷区＞                  ＜西東京市＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 活動の分野は、世田谷、西東京両地域ともに「まちづくり」が１位で、世田谷が 10団体（52.6％）、
西東京が 10 団体（66.7％）であった。２位も両地域ともに「保健・医療・福祉」で、世田谷が 6
団体（31.6％）、西東京が 9団体（60％）であった。 

・ 世田谷、西東京ともに「災害救援・援助」を行う団体がゼロであった。東日本大震災をふまえて、

その取組みの必要性についての検討が望まれる。 
 
・ 世田谷の主な事業内容では、「介護保険・障害者自立支援法の事業（ケアプラン、訪問介護、デ

イサービス等）」や「生活支援事業」、「産前産後ホームヘルプ」、「福祉サービス第三者評価事業」、

「リユースショップ」「、住まいづくり・まちづくり相談」、「人材育成研修」、「弁当製造販売」、「高

齢者への配食、劇場での託児」、「カフェ事業」「スーツ等の採寸」、「子育て支援事業」、「市民活動

団体の立ち上げ等の支援・コーディネイト」、「政治・政策提案活動」、「福祉マップづくり」などが

あげられていた。 
・ 西東京の主な事業内容では、「介護保険事業（グループホーム、デイサービス、ケアプラン作成、

訪問介護、地域包括支援センターの委託等）」や「介護保険・障害者自立支援法の事業（ケアプラ

ン、訪問介護、デイサービス等）」、「介護保険非該当の高齢者へのホームヘルプ」、「ハンディキャ

ブの運行」、「シェアオフィスの貸出」、「コミュニティスペースの運営」、「文化活動等の企画運営」、

「市民活動支援」、「仕出し弁当、配食サービス」、「デイサービスの食事等提供」、「パン・菓子等の

製造販売」、「保育園の運営」、「子育て支援（親子ひろば、講座等）」、「レストラン・配食」、「政治・

政策提案活動」などがあげられていた。 

（回答者数 19） （回答者数 15）
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３）地域との関わり 
＜世田谷区＞                  ＜西東京市＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 日常的に行っている地域貢献活動では、世田谷では「コミュニティ活性化」が 13 団体（65％）
で１位、「職場体験・インターン受け入れ」が 10団体（50％）で 2位、「市民活動支援」が 8団体
（40.0％）で 3位であった。 

・ 西東京では、「コミュニティの活性化」が 9団体（60％）で 1位、「条件不利な人々の相談・生活
支援」が 6団体（40％）で 2位、「環境保全」、「地場産業活性化」、「職場体験・インターン受け入
れ」、「防犯防火」、「子育て支援」が同数の 5団体（33％）で 3位であった。 

 
・ 「スポーツ振興」は両地域ともにゼロ、「商店街活性化」と「条件不利な人々の雇用・就労支援」

は両地域ともに 1団体と少なかった。 
・ 「その他」の内容は、世田谷では「学校での出前授業」、「高齢者等の住まいの相談」、「バリアフ

リートイレやベンチの設置」、「情報発信」などがあげられ、西東京では「都市農業活性化支援」、「高

齢者の見守り」などがあげられていた。 
 

（回答者数 20） （回答者数 15）
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４）地域貢献活動を行う理由・目的 
＜世田谷区＞                  ＜西東京市＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 地域貢献活動に取組む理由・目的は、世田谷では「事業内容・目的に合致」が 17団体（89.5％）
で 1位、「ネットワーク拡充」が 12団体（63.2％）で 2位、「地域の団体として当然」が 8団体（42.1％）
で 3位であった。 

・ 西東京では「事業内容・目的に合致」が 13団体（86.7％）で 1位、「地域の団体として当然」が
10団体（66.7％）で 2位、「ネットワーク拡充」が 10団体（66.7％）で 3位であった。 

・ 少なかったものは、世田谷では「補助金利用」１団体（5.3％）や「会員からの呼びかけ」、「子
居各満足向上」、「売上向上」3団体（15.8％）などであった。 

・ 西東京では「会員からの呼びかけ」1団体（6.7％）や「会員拡大」2団体（13.3％）などが少な
かった。 

（回答者数 19） （回答者数 15）
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５）地域の団体との連携の有無・数 
 
 
 
 
 
○ 種類別数 
＜世田谷区＞                   ＜西東京市＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６）地域の団体との関わり方 
＜世田谷区＞                  ＜西東京市＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あり なし

23区南（世田谷） 17 4 69

多摩北（西東京） 12 0 29

地域の団体との連携
連携する団体の数

（回答者数 17） （回答者数 12）

 

中間支援組織,

3, 4.3%

中間支援組織,

3, 4.3%

社会福祉協議会,

3, 4.3%

地縁団体, 1, 1.4%

商工会議所・ＪＣ,

1, 1.4%

その他, 14, 20.3%

商工会議所・ＪＣ,

1, 1.4%

ＮＰＯ・市民活動

団体, 37, 53.6%

協同組合, 6, 8.7%

協同組合, 4, 14%

企業, 2, 7%

その他, 8, 28%

ＮＰＯ・市民活動

団体, 8, 29%

学校, 1, 3%

政治団体, 1, 3%

商店街, 1, 3%

商工会議所・ＪＣ,

1, 3%
中間支援組織,

 3, 10%
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・ 日常的な関わりがある団体については、世田谷では 17 団体（81％）がある、4 団体（19.0％）
がなし、であった。西東京では 12 団体（80％）がある、なしと回答した団体はゼロであったが、
無回答が 3団体あった。 

・ 日常的な関わりがある団体の数は、世田谷ではのべ 69 団体で、種類別では「ＮＰＯ・市民活動
団体」37 団体（53.6％）、「協同組合」6 団体（8.7％）、「中間支援組織」、「社会福祉協議会」、「学
校」が 3団体（4.3％）であった。西東京ではのべ 29団体で、種類別では「ＮＰＯ・市民活動団体」
8団体（38.1％）、「協同組合」4団体（19％）、「中間支援組織」3団体（14.3％）であった。 

・ 日常的な関わりのある団体との関わり方は、世田谷では「情報提供・交換」47団体（68.1％）、
「イベント等の参加・共催」33 団体（47.8％）、「連携・ネットワーク仲介」24 団体（34.8％）が
多かった。西東京では、「情報提供・交換」11団体（37.9％）、「イベント等参加・共催」9団体（31％）、
「物品・場所等の提供」、「事業提携・共同事業」、「会員として参加」が 8団体（27.6％）で多かっ
た。 

 
７）地域の団体との連携による利点など（自由記述） 
＜世田谷区＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜西東京市＞ 
 
 
 
 
 
 
 

支援団体の紹介など。

活動内容への助言。

要望や改善案を積極的に意見交換できる。

源泉徴収事務及び、給与者の年末調整に関する指導。

イベント、ワークショップの講師紹介など、新規事業に着手することができた。

情報の共有。

社会問題への関心化。

地域の課題・団体の問題点が具体的に分かる（掘り起こしができる）。  

活動に関する全国的な会議等の情報が得られる。

地域に活動を知らせる機会ができた。

行政との関係性、事業者団体を含む地域の意識の高い団体との関係性を持つことができている。

ごみ問題などに関して、独自また少数の団体では進めきれない内容を、多数の団体との活動連携により情報を共有することによ
り、活動も深めることができている。

地域での広がにより、交流や賛助会員を得ることができている

異業種間の交流ができる。

運営に関わる課題などを共有し話し合うことができる。

他の団体に出資することで活動への支援ができている。

・行政への提出書類等のアドバイス

単独での地域貢献と違い、共通基盤があることで、地域参加がより効果的に身近に取り組めと感じている。

たとえば、今回の電力問題についても話し合いを持ち、統一した行動をとることにし、各団体に持ちかえり論議を深めている。

お互いのイベントに参加・交流が図られている

精神障害や性差別など、分野の違う支援の現状を理解することが出来た。

多数の活動拠点がネットワークを組むなかで幅広い内容の取り組みが出来る。

無縁社会が問題になっている現状で、新しい形の貴重な活動に加われる。  
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Ⅲ まとめ 

 
・ 世田谷、西東京ともに、生活クラブ生活協同組合のブロック組織として地域協議会があり、その

参加団体が地域の団体とどのように関わり活動しているのかが、今回の調査の目的であった。図で

表すと、下記の矢印が調査の流れのイメージである。 
 
 
 
 
・ その結果、世田谷、西東京、いずれも多数の地域の団体と関わりをもっていることが伺えた。 
 
・ 地域の団体との関わりをもつことによる効果を数値化することは困難であり、本調査では明らか

にはできていないが、連携による利点についての自由記述では「活動への助言」、「情報の共有化」、

「活動情報等の発信」など、多様な利点があることが伺えた。 
・ 事業活動内容は、ヒューマンケアに関わるサービスをはじめ、多種多様であることが伺えた。 
 
・ 東京の２地域では、生活クラブ生活協同組合のブロックが「地域協議会」を形成し、その参加団

体により約 100団体との関わりがあることが伺えた。２地域で 100団体という数値的評価はともか
くとして、多種多様な活動を行う団体が協力し地域を形成するにあたり様々な効果があることは間

違いないことであると思われる。 
 
 
（おわりに） 
＊ 本調査は、「調査の主旨・目的」でも示したとおり、パイロット調査として実施した。その調査

の内容（項目）等の課題も見受けられ、その改善が必要である。 
＊ それぞれの地域でそれぞれ個性をもって取組みが進められるべきだと考えており、自治体・地域

間の比較をすることを主旨としていない。 
 
 
上記のような事項を勘案し、生活クラブ生協の各ブロックなどが調整役となり、地域の団体の協力

のもとに、毎年もしくは数年ごとに定期的に同様の調査を実施し、連携や協力する団体数が増加する

こと、事業活動内容や連携・協力の内容が増加することなど、その変化を見ることが重要であると考

えている。そのことにより、「21世紀の協同組合原則」第 7原則の〔コミュニティへの関与〕の評価
指標となり、その向上により地域社会を豊かにすることにつながるのではないか、と考えるからであ

ることを最後に記しておく。 

①　生活クラブブロック ②　①が日常的に関わっている団体 ③　②が日常的に関わっている団体

23区南（世田谷） 地域協議会参加18団体 69団体

多摩北（西東京） 地域協議会参加15団体＋1団体 29団体
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